
為替週間展望＝ドル円はもみ合いながら一段と上値を追う展開か

　　　　　　　　　　［６月２４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    6 月 17 日～ 6 月 21 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  157.41   159.13(21)    157.16(17)    159.00   +1.60

ユーロ・ドル  1.0696   1.0761(18)    1.0686(17)    1.0713   +0.0010

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    38,596.47     -218.09     日本10年債利回り   0.977   +0.033

ダウ平均株価    39,134.76     +545.60     米10年債利回り     4.259   -0.021

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２４日　ＮＺ５月貿易収支

　　　　日銀金融政策決定会合における主な意見（６月１３－１４日開催分）

　　　　独６月ｉｆｏ景況感指数

２５日　日本４月景気動向指数改定値

　　　　カナダ５月消費者物価指数

　　　　米４月住宅価格指数、米４月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米６月消費者信頼感指数

２６日　豪５月消費者物価指数

　　　　米５月新築住宅販売件数

２７日　日本５月小売業販売額

　　　　米第１四半期ＧＤＰ確報値、米新規失業保険申請件数、米５月耐久財受注速報

値

　　　　欧州連合（ＥＵ）首脳会議（２８日まで）

２８日　日本５月雇用統計、日本５月有効求人倍率

　　　　日本５月鉱工業生産指数速報値

　　　　英第１四半期ＧＤＰ確報値

　　　　スイス６月ＫＯＦ先行指数

　　　　独６月雇用統計

　　　　カナダ４月ＧＤＰ

　　　　米５月個人所得・個人支出、米５月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレーター

　　　　米６月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米６月ミシガン大学消費者信頼感指数

３０日　中国６月製造業購買担当景気指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米経済指標はまちまちながら、年内に１～２回の政策金利の引き下

げが見込まれる。米国経済は景気鈍化の可能性はあるものの、短期間で大幅な悪化は見

込みにくい。日銀は国債買い入れ減額の具体策が先送りとなって、円安に傾きやすい地

合いとなっている。こうした中、ドル円は緩やかに上値を追う展開になるとした。

　　　　

【米個人消費支出（ＰＣＥ）デフレーターに注目】

　５月の米消費者物価指数や米生産者物価指数といった米インフレ指標は弱かったもの

の、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による利下げ先送り観測がドルの底固さを支えて

いる。その後は米経済指標の動向を眺めながら一進一退の動きとなっている。

　　

　１３－１４日の日銀金融政策決定会合では、長期国債の買い入れ減額方針を決めたも

のの、７月３０－３１日の次回会合で具体的な削減計画を決定するとしている。具体策

の発表が先送りされたことで、その後は円売りが進みやすい地合いとなっている。
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　日銀の植田総裁は１８日の国会答弁で、次回までの入手されるデータ次第ながら「場

合によっては政策金利が引き上げられるということも十分にあり得る」と発言した。た

だ、日銀による金融正常化への遅れが意識されており、植田発言への市場の反応は限定

的にとどまった。

　　

　こうした中、２０日にはスイス中銀が利下げを決定した。据え置き予想が多かったこ

ともあり、スイスフラン売りにつながった。対スイスフランでのドル買いが強まったこ

ともあり、ドル円は１５８円台後半まで上昇して、２１日には１５９円台に乗せてい

る。日本の金融当局によるドル売り円買い介入が警戒されている。一方で、２０日に米

財務省が日本を為替操作「監視リスト」に指定しており、為替介入を仕掛けにくくなっ

たとの見方も出ている。

　　

　６月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で示された政策金利見通し（いわゆるドッ

トチャート）では、今年末の予想中央値は５．１％となり、利下げ回数見通しは前回の

３回から１回に減少した。これがドルの底固さを支えている。今後は米経済指標の動き

を眺めながらの推移となりそうだ。

　　

　６月最終週の注目材料としては、５月の米個人消費支出（ＰＣＥ）デフレーターがあ

る。事前予想では前月比変わらず（前回は＋０．３％）、前年比＋２．６％（前回＋

２．７％）。コア前月比は＋０．１％（前回＋０．２％）、コア前年比は＋２．６％

（前回＋２．８％）となっている。いずれも前回から伸びが減速する見通しとなってお

り、市場予想通りや下振れならドル売りに傾きそうだ。６月のＦＯＭＣでの年内利下げ

１回との予想から２回に増える可能性もある。一方で、予想から上振れするようならド

ルを下支えする可能性が高い。

　　

　米経済指標はまだら模様ながら、ドルは底堅い推移を見せている。日銀は７月の国債

購入の減額や場合によっては利上げに動くとみられているが、ドル円もクロス円も円売

りの流れは継続している。こうした中、ドル円は緩やかな上昇基調で推移しており、も

み合いながら一段と上値を追う展開が見込まれる。ドル円の目先の予想レンジは、１５

６．００～１６１．００円。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、２５日に日本４月景気動向指数改定値、米４月

住宅価格指数、米４月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米６月消費者信頼感指数、２

６日に米５月新築住宅販売件数、２７日に日本５月小売業販売額、米第１四半期ＧＤＰ

確報値、米新規失業保険申請件数、米５月耐久財受注速報値、２８日に日本５月雇用統

計、日本５月有効求人倍率、日本５月鉱工業生産指数速報値、米５月個人所得・個人支

出、米５月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレーター、米６月シカゴ購買部協会景気指数、

米６月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値などがある。

　　

【ユーロドルは安値圏でのもみ合い】

　６日から９日に行われた欧州議会選挙でフランスとドイツで極右政党が躍進したこと

への警戒感を背景にユーロドルは１．０６６８近辺まで値を崩した。その後、フランス

の極右政党・国民連合を率いるマリーヌ・ルペン氏は総選挙で勝利してもマクロン大統

領に協力すると発言した。この発言を受けて、フランス国債への売り圧力が一服して、

極右政党の台頭による政治的混乱への警戒感がやや後退してユーロドルは安値から戻り

を見せた。

　　

　ユーロドルはユーロ圏、ドイツ、米国の経済指標やフランスの総選挙の動向など受け

て上下に振幅する展開が見込まれる。目先の下げは一服したとみられるが、大きく上昇

するような地合いとはなりにくく、安値圏でのもみ合いが続くことなりそうだ。ユーロ

ドルの目先の予想レンジは、１．０５００～１．０９００ドル。

　　

　１９日に発表された５月の英消費者物価指数は前年比＋２．０％となり、コア指数は

前年比＋３．５％となり、前回の＋３．９％から一段と低下した。ただ、サービス価格

は前年比＋５．７％となり、高水準を維持した。

　　

　２０日の英金融政策委員会（ＭＰＣ）で政策金利は市場予想の通り５．２５％に据え

置きとなった。票割れは７対２となり、前回（５月９日）と同じとなった。ただ、一部



の委員にとっては「微妙なバランス」だったとしており、９月の利下げ観測が高まるこ

ととなった。ポンドドルは１．２７００ドル近辺のもみ合いから軟化しており、軟調な

推移になるとみられる。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２５００～１．２７５

０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２４日にＮＺ５月貿易収支、独６月ＩＦＯ

景況感指数、２５日にカナダ５月消費者物価指数、２６日に豪５月消費者物価指数、２

８日に英第１四半期ＧＤＰ確報値、スイス６月ＫＯＦ先行指数、独６月雇用統計、カナ

ダ４月ＧＤＰ、３０日に中国６月製造業購買担当景気指数などがある。
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